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I . 省察的に構成された成果としての犯罪行為と刑罰の規定
1. 出発点の規定
個々人を目的連関の下に服させることでは実践的態度の正しい規定は不可能である，
ということを示したのがカントの偉大な業績51)であった52)。カントの理論を若きフィ
51) とりわけ，ヘンリッビの諸業績は， どれ程までにカント的な基本となる思想が，
1945年以降になされた，実践的な正当性に関する問いについて主役になるという
様々な試みに対していまだ優越しているかを，理解可能な形で明らかにした。特に，
Henrich, Die Deduktion des Sittengesetzes, 1975 ; ders., Identitat und Objektivitat, 
1976; ders., Der Begriff der sittlichen Einsicht und Kants Lehre vom Faktum der 
Vernunft, Festschrift for Gadamer, 1960; ders., Das Problem der Grundlegung der 
Ethik bei Kant und im spekulativen Idealisums, in : Sein und Ethos, 1963. また/'
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ヒテに目を向けることで理解しようとすれば，自我を新しく規定することは，特にデカ
ルトの考えに対置されるものとしても，カントの理論の中心的部分となっている。確か
に，自我は，その現実性において，まず自我の思考する活動および理解する活動
(Denk-und Verstehenstatigkeit)の起源として規定されるが， しかし，自我の現実性は，
それ以外の，自我の統一を初めて形成する諸要素をも有している53)。直接的な体験も
示すように，私は自己との関係づけ (Selbstbezug) として現存在であり，つまり，そ
れ自らが自らとも関係する存在なのである。私は思考するだけではなく，自らにつき，
自らが思考するということも知っているのであり，そして，自らの具体的な思考の遂行
に，そこから区別される理解を随伴させるのである。自己との関係付けの現実性は，可
＼より以前の著作である ders.,Philosophische Rundschau 3 (1955), S. 28, und 2 
(1954/55), S. 20 f. も参照。
52) 例えば，カントの 『判断力批判』の序論における次の文章を参照 (BA,S. XII)。
そこでは，「しかし，……これまで一つのはなはだしい濫用が支配してきた。それ
というのも，自然概念に従う実践的なものが自由概念に従う実践的なものと同種類
のものとみなされ，かくして，理論哲学と実践哲学という同一の名称の下で，実は
何一つそれによ っては区別されない（両部門は同種類の諸原理を持つことができた
のだから）区分が為されたからである」とされる。そして， BA,S.XIVでは，
「……一般的幸福論さえも，ましてや一般幸福論のための傾向性の訓致や情動の制
御に至っては．実践的哲学に数えられてはならない……」と。―自然的目的性と
自由の関係については，既に上述の I. 1の注6)を参照。
従って，用語上様々な難点が発生しているが，それは，カントが自由について構
想した関係を「目的論的」とも名付けたことが原因となっている。そこからカント
は『人倫の形而上学の基礎づけ』において次のように記述している (BA,S. 81, 
Anm.)。「目的論は自然を諸目的の王国と考え，道徳学はありうべき目的の王国を
自然の王国と考える」と。パートンは (Paton,Der Kategorische lmperativ, 1962), 
構想された世界の目的論の側面を再び意識の中に呼び起こした。しかし，形式の諸
原理に依存する自由の目的論と内容的な目的論，すなわち経験的な自然的目的論と
の間の根本的な差異を減少させてはならない。カントは， 『実践理性批判』におい
てこの点をより明確にしていた。多くの公式．特に『人倫の形而上学の基礎づけ』
における目的の王国についての公式（本文すぐ下を参照），また同時に，一貫した
自然法則の公式は，それが別個に受け取られる場合には，なおも移行期
(Obergangsstadien) として理解されなければならないだろう。ここでは，法と倫
理の関係を通じて初めて，更に付加的な規定へと至るのである。
53) これについて古典的な文献は， Fichte,Grundlage des Naturrechts nach Prinzipien 
der Wissenschaftslehre, 1976の §§1-3である。
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能な認識の形式の外部的側面でもある，多重的に思考を働かせることを通じてのみ表さ
れ得る。そのことは，既にいわゆる志向性 (Intentionalitat) を示している54)。意識は，
その内容によれば，思考として必然的に何らかのものに向けられている。自我は，思考
の遂行として，まずは理解の二うの側面に基づく 。ここで示されている事柄は，自我は，
単一の思考の働きと結び付けられただけでは固有の自我についての認識には決して至り
得ない，ということである。カントが述べていたように，自我は自らの周りをむなしく
回ることになってしまう。従って，少なくとも， 二つの思考活動が同時に執り行われな
ければならない。これらの活動の内で，より高次の思考活動は区別され得なければなら
ず，それは，より下位の思考活動と横断的な関係に立ち，当該の活動を受け入れていく
のである。
様々な思考活動の遂行の分析を通じて（それらは日常の生活では無意識に共同的かつ
相互的に作用する），自己意識を有する個人の能力が把握され得る。定言命法における
自己意識的な現存在から出発しなければならない，すなわち，その現実性のその他の諸
要素と関係を有する，経験に依拠しない課題を果たす形での規定から出発しなければな
らないのである。
定言命法の公式は，「汝の格率が普遍的法則となることを，汝の格率を通じて自分が
同時に意欲できるような格率に従ってのみ，行為せよ」 (GMS,BA, S. 52) というもの
である。この公式においては，自己意識の現実性に関わる様々な諸領域が示されている。
その格率は，意志の普遍的規定を含み，多くの実践的な諸規則をその下に有する，主観
的な原則である55)。従って，少なくとも，目的的な態度決定において他のものと結び
付けられる合法則性が示されなければならない。その格率は自らについての方向付けを
表しているので，自らの現実性の一断面 (Ausschnitt)であり，自然及びより以前の理
性の活動を通じて形成されている。つまり，それは，そこにおいて私が自らを見出す思
考活動の遂行なのである。ここでは，［自然及びより以前の理性から形成されているた
めに：訳者記す］「偏見にとらわれた」理性の領域が問題となる。
自己意識的なより高次の理性（狭義の意味での実践理性）の第一の，そして全く厄介
である56)作用は，当該の格率とそこに含まれる最初の思考活動の様々な遂行を探しだ
54) Prauss, Kant, Uber Freiheit als Autonomie, 1983はその意義を明らかにした。た
だ，プラウスは，そこにあまりにも多くの事柄を詰め込みすぎている。
55) Kant, Kp V, §1. 
56) カントは，自分自身に対する様々な義務について，「自らを知るという地獄巡／
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し，受け入れることにある。このような材料から，正当な形で行動する自己意識は，既
にある現実性を，その格率が一貫して自らにそして全ての他者達に現実に妥当する形で，
将来変わるものとして構想しようと試み，これがそもそも矛盾なく可能であるかどうか
をまず見通し，加えて，同様の重要性を有する自らによって方向付けられた現存在が維
持され，強化されるか否かを見極めるのである57)0 
このような構想を内容とする考察の積極的な帰結は，具体的な格率を是認し，構想さ
れた現実性の関係を具体的な実践的課題として課す点に見出されることになる。
人倫の形而上学の基礎づけにおける第四の事例58)をいくらか修正することにより，
以上の事柄が明らかにされ得る。ここでは，全ての者に，緊急状態に陥った者を助ける
べきであるか否かという問いが立てられる。彼は，自らの格率，すなわち，既にある自
らの原則に従って問と向き合うことになる。自らの原則がそのような緊急の場合に助け
るものであるということを想定してみる。当該の人物は，例えば，そのような原則に殆
ど依拠することがなかった点を理由にして，その原則を見直すとする。彼はこの手順を
通じて，彼がその原則を普遍的な法則へと閥め得ることを理解するのである。彼にとっ
て，原則をそもそも矛盾なく考えることは困難ではない。彼は，この原理によって常に
自らを方向付け得るのであり，同様に振る舞う他者達との間で自らに折り合いをつける
ことができる。また当該の原則は，自らによって方向付けられた現存在を可能にもする。
つまり，個人は，この格率において， 目的的・自然的な理性をまず見出している。動物
の場合でも，このような助けはある。およそ生きようと欲する本性は，個々の生物の弱
点を，生を高める集団行動へと共同的に方向付けることによって，埋め合わせる。原則
は一—ーもちろん変容された形態で一ー理性を意識した現存在にも妥当し，その結果，自
由の法則へと普遍化可能となる。というのも，理性的に自己意識を有する現存在は，個
人では制限的にしか果たせない努力の成果だからである。従って，相互的に緊急状態で
助けを行う場合に，基礎づけられた自己意識を有する現存在は自らを維持し，強化され
るのである。
＼りのみが，賛美（崇拝）化への道を開くのである」（『人倫の形而上学』の徳論§
14の末尾）というハーマンの命題を受容している。
57) 『人倫の形而上学』における定言命法の様々な表現形式は，いくつかの段階に分
けられるが (GMS,BA, S. 80を参照），それらの一部はここで結び付けられること
になる。（注59)を参照）。
58) Kant, GMS, BA, S. 56を参照。
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上述の手順は， 三つの段階からなる。自己の格率へ自らを当てはめること，及びあら
かじめ存在する自己意識によって担われた現存在へと悟性の諸規則によ って普遍化する
ことに続くのが，自らによる方向付けの可能性が達成されたか否かに関する判断であ
る59)。
59) 有名なヘーゲルの批判は，この枠組みには当てはまらない。もちろん，その批判
は不完全性を暴くものであるが， しかし，定言命法の特別な作用を不完全な形でし
か把握していないのである。定言命法においては， Hegel,Uber die wissenschaft-
liche Behandlung des Naturrechts, Suhrkamp-Ausgabe, Bd. 2, S. 434, 459 f. で主張
されているように，何らかの決定可能性が単純に普遍的な法則へと高められるわけ
ではないのである。このことは，カントが普遍的法則を自然法則と同等に扱ってい
る (GMS,BA, S. 52)最初の競合する枠組みとの関係でも決して正当なものには
ならない。というのも，その枠組みにおいても，格率は目的の連関に関わるからで
ある。少なくとも，その場合に普遍化可能性は，如何にして目的が矛盾なく普遍的
で目的的な連関として考えられ得るかを， しかも，そのような連関が自己意識を有
する個人の現存在にと って，当該の連関が不可能である場合よりも適しているとい
う形で示すものである（ヘーゲルは，実は全くパラレルな形で思考を行っている。
『法哲学綱要』§20£.を参照）。もっとも，このような規定は，自殺の例が示すよ
うに十分なものではない。自殺の格率である「生命が比較的長い期間において，生
命を短縮するという快適さを期待するよりも多分に害悪にさらされている場合，私
は自らに対し自己愛から自殺を原理とする」 (GMS,BA, S. 53)は，つまり，カン
トの想定に反して，十分に普遍的な自然法則として考えられ得るのである。という
のも，カントが主張するように，自然的本性の諸目的やそれらについての個人の合..... 
意が問題なのではなく，むしろ，格率の中に取り込まれた理性が重要だからである。
自らの幸福を追求することは，私が専ら他者に対して同等の実践的な重要性を認め
る場合には，理性には矛盾しないのである。
けれども，このような段階では十分ではない。というのも，自我は構想された関
係性において部分的にはまだ外的なものに留まっており，決定的な部分において，
既に存在している確定されたもの，つまり，幸福を為すことについての自己のもの
ではない規定に従っているからである。自我はこの確定されたものを認識する者と
して，更に自己を現存在の中に含められなければならない。この場合に初めて，個
人は自らとその独自性を受け取り，その者が服していた事柄を自由にできるのであ
る。思考によ って追及される状態は，思考しながら自らを理解する現存在そのもの
である。従って， Kant,GMS, BA, S.66は，カントが理性的な本性を目的それ自
体であると説明し，人間は必然的にその独自の現存在をそのように想定しなければ
ならないと確定する場合には，極めて正当なものである。あらゆる自分以外の理性
的存在は必然的に同様の形で自己を想定するので，ここでは客観的な原理が問題と
なることになる。もっとも，カントはこの側面をまずは不完全な形でしか展開し/'
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そもそも，手順の全体で問題となる自らによって方向付けられた思考の活動というも
のが，まさに自由なのであり，なされるべき活動の根拠と目的なのである。
カントが区別した，現象的な有限性と知性の世界という両方の基礎となる領域は，人
間の実存の諸要素として結び付けられ，その現存在を形成する。二重の規定とその二重
の規定の背後に留まってもいる統一体の規定は，フィヒテが彼の思考の出発点において
正当にも理解していたように，必然的に全ての考慮の出発点となる60)。従って，定言
命法は，理性の事実として，他の諸要素を通じても規定されもする認識にとって，必然
的で相対的に独立したその一部分となる。自我の実存の両方の部分は，一方がまさに他
方を受け入れる要請として整えられない場合には，両立し得ないものになってしまうで
あろう 61)0 
カント的な形での現実性の認識に関する思考の展開は，実際上コペルニクス的転回と
言い得るほどに大きいものである。個人は，具体的な当為規範の体系に服するのではな
く，むしろ一つの普遍的な課題のみに直面するのであり，そこから，個人は拘束的な諸
規範の開かれた体系を次のことを通じて構想することができるようになる。すなわち，
個人が平等性への要求を伴いながら，世界の連関の中へと自己を位置づけることを通じ
＼ておらず，「目的の王国」という考えによって，まだ18世紀の伝統の中に留まって
いる。というのも，諸目的は，個別的に普遍妥当的な形で規定され得るものではな
いからである。けれども，自己意識を有する自我の現存在を既に可能とした，常に
既に在る形で存在している理性は，比較的独自の地位を有している。従って，手順
における第一の段階である，格率を受け入れるという活動は，比較的独自の位置価
値を有し，その手順は非対照的な相互作用を表す。手順の諸段階を移行する際に，
自我は自らの正当性を見出すのである。その点で， Fichte,Grundlage der gesamten 
Wissenschaftslehre, 1794, §8 f.は最大の精確さを伴ってそのような関係を把握して
いた。相互作用の緊張の中で自己を維持することが，自我の働きの一部をなしてい
る。その場合に初めて，自我は，自己によって方向付けられたものとして現存在にお
いて十分に堅固な盤を見出すことができる。このことは本文においてすぐに扱おう 。
60) Fichte (Anm. 59), §5, Werke, Bd. I, S. 281を参照。
61) フィヒテは，その思考の出発点において，このことも正当に認識していた。また
フィヒテは，彼が相互作用の対局にあるものを積極的に規定するときに，自然怯論
において大きな一歩を踏み出したのである。もっとも，フィヒテが「実働性へと決
意をする」という主体の「要求」を，特にその事実的な側面で規定することには賛
同できない。Fichte,Naturrecht, §3 II, auch Corollaria. その場合にフィヒテが法
概念を道徳法則 (Sittengesetz)から分離させたことは適切ではない。Ders.,a. a. 0., 
§4, auch Corollaria 2. 
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てである。そして，このことは，未熟な悟性が習熟しだ悟性とまったく同様に行うこと
ができる思考活動なのである。
2. 相互承認関係
定言命法に基づく活動の手順の中には，自己意識を有する個人と他者との間での相互
承認関係が含まれている。それを明らかにし，公式化したフィヒテは62),その際には
（彼も意識していたように）カント的な基本思想の枠内で論じていた。
a) 定言命法それ自体からは，個人に対する三つの規定が生じる。それらは，この
ような特殊な結び付きの関係を参照させ，それを具体化するものである。
aa)実践的な思考活動において基礎づける要素というものは普遍的に妥当するもので
あり，その活動は自らにとってだけでなく他者にとっても，必然的に正当なものである。
このことは，意識的な現存在の一部分であり，その際にこの現存在は，定言命法におい
て表されるように，自らを独自の息考として，実践的に有意義なものとして必然的に知
覚するものである。
しかし，それ以外の要素も普遍的な妥当性を示す。理論的認識と実践的認識の間には，
任意の相互作用は存在しない。むしろ，基礎づける自我は，そもそも次の場合にだけ，
有限性及び自己の自然的な現存在との統一体として思考することができるのである。つ
まり，実践的な活動としての基礎づける活動が，統一体にとって自らを基礎づけるもの
である場合，すなわち，有限性を基礎づける自我の近くにもたらす場合にだけである。
このような形で，実践的な課題は自我が実存する際の一部分として定義される。そして，
自我は当該の課題において概念として構成されるのである。―自我は，個々人として
この概念の中で構成される他の諸主体の下での一人の主体として規定されるのである。
但し，この場合，実践的に基礎づける活動は，その形式からすれば，全ての者にとって
正しいものでなければならない63)0 
62) Fichte, Grundlagen des Naturrechts nach den Prinzipien der Wissenschaftslehre, 
1796, §§1-4を参照。ヘーゲルは，相互承認関係に精神の発展における決定的な地
位を認めながら，本質的な更なる諸規定を発見した (Hege4Enzyklopadie von 
1830, §430 f. を参照。より以前のものであるが， ders.,J enaer Realphilosophie 
von 1805-1806, PhB 1967, S. 512 f. も参照）。もっとも，ヘーゲルはフィヒテ的な
基礎に基づく諸規定を切りつめてしまっている。
63) これらの諸要素は，ヘーゲルによってここで行われているよりも強い形で，絶／
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bb) しかし，思考することの中に統一体は同時に存在しているということも，普遍
的に妥当する。このことは，思考活動に関する双方の遂行の内，下位の遂行が思考する
際にそこに作用することによってのみ，可能となるが， もちろん特殊な形での，自由を
廃棄する態様ではなく，むしろ，自由を実質化させながら限定する態様による場合であ
る。下位の思考活動の遂行とは自然的な生 (Leben) に基づく活動である。
下位の思考活動の遂行は， 目的性に従って構造化される。目的性に関する了解なしには，
生や様々な衝動，そして様々な格率は理解され得ない。その場合， 目的的な契機は実践的
な活動からしても一つの部分的な契機となっている。というのも，この活動において，実
践的な自我は，確かに対自的に現存在の全体の中で相対的に独自の契機を要求し，それを
実現するが， しかし，理性的な者の現存在は実践的な活動の内容でもあるからである。
そのような現存在は，実践的な活動だけから完全に作り上げられるものではない。従っ
て，その際に生がそれ自体で相対的に独自の地位を有することになる，理性に関する所
与の事柄を受容し，維持することは，実践的な課題の一部分となっているのである。
しかし，下位の思考活動の遂行は，実践的な思考と必然的に結び付く弱点としても作
用する。けれども， 自我は，思考することにおいては自然的な衝動と不可避的に結び付
いている。
このような弱点は，構造上， 二つの場所で問題となる。つまり，自然的な自我とその
予断は，固有の力を有しており，それらは今在る意識の中へと浸透していくのである。
自然的な自我は，諸目的を設定し思考を導くのである。自我が整序づける形での自己方
向付けという思考活動を受け入れようとしない場合には，自我は，自らを欺き，具体的
な思考の遂行において全体に関する今在る理解を等閑視する。教育を受けた者は，
カントは，この点をさし示していた—~真実の不快さを受け入れる努力の代わりに，真
実を前にして「詭弁を弄する」ことが容易なのである。加えて，自然的な自我は，自我
の活動の中枢に独自の形で達し得るものであるため，自我は，時折「突然の (panisch)」
恐怖のような感情の支配による直接的な作用を通じて，自らを導くこともできるのであ
る。弱点が入り込んでくる，これら双方の場所は，互いに交差している。
cc)狭義の実践的な思考の遂行において，自我は下位の思考活動の遂行に自らが関与
していることやそこから生じる弱点を知り，それに自らを順応させる。それが故にのみ，
自我は，実践的な思考の連関の中で（すなわち，自己によって方向付けられた現存在の
＼対的な統一体において結び付けられている。しかも，彼のやり方は個別の諸要素を
非常に明確にするものである。Hegel,Enzyklopadie von 1830, §413 f. を参照。
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一般化および形象化において）計略を見破ることもできるのである。このことは，自己
意識を有する（すなわち省察的な）現存在の独自の構成要素であり，成長した（本来
の）自己意識を初めて形成し，上述の非対称的な相互作用を構成するのである。
従って，自我は，自己の基礎づける能力を評価することもできるのである。このこと
は，一般的な方向付けと独自の責任についての考慮に関してだけでなく，ー一状況がそ
れにとってのきっかけを与える限りで—具体的な事実上の重大性を伴う形で省察され
る。個人は，例えば，彼にとって洞察に満ちた決定の可能性を本質的に減少させる特定
の生活関係に立ち入ってはならない， ということを知っているのである64)0 
b) しかし，自然性と基礎づける理性の間のその相互作用の中で自己を自らで把握
するという自我の思考活動は，この関係の外に位置する立場を前提にしている。
自己意識を有する個人は，他者との媒介を介してのみ自らを獲得できたのである65)。
自然との相互作用と並んで，異なる形で他者との相互作用がある。従って，自我の根源
的な認識は思考の運動でもあり，そこでは，自我は他者の活動を介して統一体としての
自己に至るのであり，それも， 一つの所為 (Tat) において，自我は自らと他者を根源
的に等しく対置させるのである。この関係は，成長した自己意識に至るまでの諸段階を
経る形で展開されるが，当該の自己意識は，自己の弱点を共に現実化し，これが他者に
もあることを知るのである。その場合，自らによって方向付けられた自我と他者との間
には，相互承認関係があることになる。
このことによって初めて，定言命法にそのより精確な姿が与えられる。個人は一一普
遍的な法則として—他者による自己方向付けを支えもしなければならないし，他者を
目的それ自体として扱わなければならないのである。
その際，ここでの関係の当事者達は，知性的な存在としてのみ対置するのではなく，
自己との関係の中で相互的に自らを受け入れるのである。そして，当事者達は相互的に
64) 法的には，引受け過失が一つの著名なその形態である。
65) このような結論は，本文において直前に行った考察を超えるものである。ここで
は，自我を有限性と結び付ける実践理性の抽象的な整序づけだけが問題なのではな
く，自己と他者を基礎づける者として関係の中に取り入れることが重要なのである。
その限りでも，自我は，自らを概念において把握するために外部にある一つの立場
を必要とする。そして，自我が自己と他者を措定できるようになるためには，具体
的な関与が生じなければならない。この点は様々な形で論じられている。まず，
Fichte, Grundlagen des Naturrechts, §3 V を，そして， Hege4Enzyklopadie von 
1830, §34 f. (承認を巡る闘争）を参照。
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自己を拡張することができるようになり，それどころか，積極的に影響を与えたり，ま
た互いを侵害することもできるのである。
つまり，実践的な活動の上述の構造は，個人が自己の所為と結び付けられているとい
う帰結に至る。個人は現存在において基礎づけを行う者として自らに対して場所
(Raum) を創出し，そして，当該の場所は，上述のように相対的に独自的な諸要素を
結合させる，その者の実存の一部なのである。その際，個人は―自己の弱点とその理
由を意識するが―その者の意志が本来いかなる質を有していたのか，そして有するこ
とになるのかを，不正確にしか知らないのである。そこから，個人は，自己の意志に対
する省察と意志を実現していく諸段階の中で学習し，自らを形成するのである。有限的
な意志の方向付けを実現する過程において，個人は，何らかのことを行う場合には，
様々な可能性があることをさらけ出さなければならなくなる。間主体的に結び付けられ
た形で，他者達は実践的な活動の遂行へと自らを挿入し得るし，そして，知性的及び感
情的な関与を通じて特定の他者を真実へともたらすが， しかし，その者を侵害し縮減す
る混乱へと導くこともあるのである。
3. 法的な公共体の構成
a) 以上の考察は実践理性全般に関わるものである。しかし，その考察は，その
様々な事例との関係では倫理の領域に留まっている。人間は一つの地球の上で生活して
いるのであり，人間はそれぞれが有限な存在として自らの意志を形成し，それを実現す
るにあたり，そのことを前提としている。そして，この点を理由にして，当事者達の下
では，意志の矛盾へと至り得ることになる。既に明らかにした考えからすれば，このこ
とは，それどころか，当事者達が最良の力によって実践理性の規則を維持している場合
にすら起こり得るのである。
aa) まず，このことは，―~既に述べたように一ー自己意識の活動には制限があるが
故に起こり得る。他者或いは私が何らかの事柄を行おうとし，従って両者のどちらもが
―しかも，その機会では思考上解決不可能な形で―同じ対象を意図するということ
があり得るのである。カントの法論の一つの重要な基礎づけは，人間には他者の主人に
なろうとする傾向があり，そして，各人はこのことを「自らの中で十分に知覚し得
る」66) と確定した点にある。
66) Kant, MdS, §42 und§44. 
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bb)第二に，このことは，実践理性が受け入れる契機を有してもいるということを
根拠とする。受け入れられた事柄は，経験的な諸要素を有しているので，その場合，帰
結もまた必然的に各人の物の見方に関わる契機を包含することになる。例えば，複数の
諸人格は，彼らが土地を分けるべきか或いは共同で管理すべきかどうかという問いにお
いて，彼らの対立する諸格率を最良の知識に基づいて，それぞれ普遍的な法則へと高め
ることが可能となってしまう。
ここでは，自己意識にとって，理性の構造上必然的である，更なる難点が生じている。
しかし，自己意識の構造は同時に，如何にしてそのような難点が克服され得るかを示す
ものである。個人が自らの思考活動の弱点を捉え，そして減少させることが出来た方法
に対応する仕方で，自己意識はこのような難点を凌駕するのである。思考活動の欠点を
客観化 (Verobjektivierung)することに加え，自己意識を有する個人は，ここでは，
他者との外的な関係や客観化されたその者の思考活動を考慮に含めることによって，更
に新しい段階へと進むのである。第三の段階におけるこのような活動は，次のような形
で識別される。格率を受け入れ， 自己意識の可能な諸法則としてそれを単純な悟性の規
則に基づいて一般化させた後に，それを理性的な現存在の諸法則として具体化しようと
する際には，現存在の共通の外的な側面を克服する新たな活動がなされなければならな
いのである。外的な側面について求められている規則の目標は，その際に，意志の諸領
域を分離させる形で限界づけることだけではない。むしろ，相互承認関係においては，
出発点となる状況の様々な支障を調整するという他者に対する義務も存在する。従って，
社会的な諸活動は，基礎づけの関係の一部分なのである。
裁判官制度の設立から，上のように生じた問題を克服するための活動が示すー側面の
具体例を見出すことができる。当事者達は，彼らが自己の理性の活動においても対立す
る欲求を通じて堕落 (korrumpieren) させられ得るということを知っている。この点か
ら，当事者ではない第三者が，より明晰な視点を有しているということが判明する。そ
れ故，媒介によって拡張された定言命法の出発点となるのが，裁判官職の必然性を認識
し，裁判官を選び，その判決に従うということである。この結論は単純なものであるに
もかかわらず，けれども，生産的なものとなる省察的な活動の成果としてのみ考えられ
得る。実践理性の第一のそして最も根本的な活動の一つが，ここでは問題となっている。
b) 第三の段階においてなされる問題の設定及びそれへの解答を確定することは，
より包括的なものである。もはや直線的な変化の過程だけが重要なのではなく，むしろ
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現存在の外的な諸条件とそれを取り囲む形での保障が問題になっている。そして，この
点が達成される限りでは，個々人は相互に自己を相手に委ねてしまうことにはならなく
なる。むしろ個々人は，上述の方法において意志を根本的に確定するという自らの能力
を，包括的な規則の中へと（その都度出会う他者の活動と調和する形で）取り込むこと
ができるのである。
自己意識を有する個人は，既に常に現存在に関する一定の所与の諸条件の下に在るの
で，個人は，自らが一ー場合によっては他者達とともに一ー今何をすべきか，という問
いにおいて，以前になされた様々な活動を自らの理性の中へと受け入れて，これらの活
動を区別しなければならない。これらの活動を際立たせるためには，個人は必然的に今
留まっている状態，つまりは自然状態を当該の諸活動に対置させなければならないので
ある。自己意識はそれ自体で創出されるものではないので，必然的に自然状態は，自己
意識を可能にし得るものとして想定されなければならない。そもそも既に自然状態は，
法則に適った様々な事柄通じて，そして，これに対応する形で予期の諸関係を通じて，
すなわち，自然的に所与の信頼を通じて形成されているのである。しかし，このような
状態にとって決定的であるのは，外的な暴力に基づく強者が他者達に自らの意志を押し
付け得るという点である。
個々人がその理性的な自己意識とともに全事情を受け入れる場合には，個々人は，根
本的に異なる媒介構造を通じて，彼ら独自の自由の性質を核心に至る形でも変化させる
のである67¥
個々人によってその際のもたらされる主要な成果については，カントの著作を参照す
ることによって，手掛かりが得られる。
aa)個々人はまず，自己意識的な現存在のための基礎を十分な形で自らに創出する。
つまり，外的な諸対象及び意志の形成との関係で様々な主観的権利を相互に整序づける
ことによってである。個々人は市民的状態68)69)の諸前提を作り出すが， もっともこの
67) ルソーはこれを適切に理解していた。Kant,MdS, §44はそれを受け入れていた
のである。
68) カントの定義については， MdS,§43を参照。市民社会に関するヘーゲルの概念
は，確かに多くの諸規定についてはカントのそれと同じものであるが，同一のもの
ではない。ヘーゲルにおいては，市民社会を支える基礎はより精緻ではあるが，よ
り一面的な形で規定されている。ヘーゲルは，国家との関係で，より広い観点から
市民社会により大きな相対的独自性を与えている。
69) カントは市民状態における当事者達の関係をより強固な形で諸主体から方向付／
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状態は，個人的資本によ って支配された経済も，個人的資本によ って制御された技術の
投入も帰結とする必要はないものである。
bb)市民的状態は，隔絶されて現存し得るものではなく，むしろ圧倒的な権力の構
成と合わさる形でのみ存在するのであり，このような権力は， まず最初にホッブズが正
当にも理解したように，人工的な人格として （狭義の国家として）創出され得るのであ
る。
cc)市民社会と人工的な人格である「国家」の相互関係は，すぐ後で論じることにな
る刑法の創設とともに，平穏な関係のために公共体を構成する。既にこの公共体の設立
の前に，自然状態として，例えば子供の教育や年配者及び病者に対する配慮を可能にし
てきた，自然的な関係の統一体は，この公共体によりその任務として受け入れられるの
である。
そして，そのように構造化された平穏関係においては，次のことも可能となる。すな
わち，相互的な形での諸個人に対する様々な配分 (Zuordnung) に加えて， 一般的な事
柄を様々に確定し，それに内容を与えることである。
このような，個々人によって構築される関係からは，再度目的的な国家に対する大転
換を見出すことが可能である。例えば，プラトンの理想国家においては，国家の諸活動
は三つの段階から位置づけられるが，それは生に満ちたさまざまな魂の活動の諸形式を
模倣し (nachgebildet), きちんと整理された客観的な統一体に結び付けられた諸活動
である70)。一ーだが，理性的な事柄が個人によって独自に受容され，現存在の全体が
その者の省察的な連関から担われるようになったからには，個々人は自らの外部的統一
体を新たに確立しなければならない。個々人は，他者や全体との関係及び自己の可能性
＼けるが，この諸主体は，外的に他者へと干渉する可能性があるが故に，市民状態を
必要なものとして創出するのである。従って，市民状態においては，侵害的ではな
い形で自己によって方向付けられた措定の諸前提を得るために，ある者が他者との
関係で必要とする諸領域の限界づけが前面に出る。しかし，既にその際に，自然に
対する自己方向付けの可能性が常に前提とされている。そのような可能性が含めら
れる場合には，弱者を助けるという義務を配分する必然性も生じる。外的な限界づ
けの間に，市民社会の一部分に留まり得る諸関係が更なる領域として登場するので
ある。
70) 概略については，例えば， Coing,Grundzi.ige der Rechtsphilosophie, 4. Aufl. 
1985, S. 10£.; Windelband/Heimsoeth, Lehrbuch der Geschichte der Philosophie, 
17. Aufl. 1975, S 108 f. を見よ。
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ゃ弱点を主題化し，当該の関係を自らの中に受け入れて，このような基礎から新たに構
成することによ って，新たな一歩を成功させるのである。つまり，様々な不一致さを確
定しながら減少させて，人工的な人格に存在を与えることを可能にするための具体的な
イメージを獲得できるようになる71)0 
4. 「刑罰」という法制度
a) しかし，法的な公共体の構成のためには，ある領域の克服がまだ欠けている。
つまり，個々人は，公共体に対し，自己の外的な権力及び権力を通じて他者に作用する
という自己の可能性の一部だけを委ねる。市民状態における個々人の独自的な地位と，
自らの計画に従って自己の現存在を克服する可能性は，必然的に，活動のための様々な
空間及び道具的な権力とも結び付いている。強制収容所状態を甘受しようと仮に望む場
合には，共同してそのような状態の中に立ち入らざるを得なくなりかねないのである。
直接的な侵害の可能性がある領域が残されているが，――—当事者が公的な平穏状態へ
と 一度立ち入っ た場合には一~ うな領域は，自然状態の領域と同じものであるこ
とは全くない。むしろ，個々人を縮減する様々な侵害の危険は，法的な公共体の独自の
規制領域となる。個々人は，平穏関係へと入ることによって，このような諸侵害に対し
ては，自己をより助けのない状態にも置いたのである。この刑法の規制領域は，市民社
会や狭義の国家に関わる規制と並んで，相対的に独立した形で登場する。従って，刑法
は独自の歴史を有することにもなる。ここでの規則は，自然的な信頼を受容し，支え，
そしてこの信頼を，個々人の相互の関係及び国家という権力を有する人格との関係で
個々人の公的な基盤となる信頼 (Basisvertrauen)へと変化させるのである。
71) これらの様々な考察は，カント的な法の定義を広範囲に渡って確認するものであ
るが，法を実践理性全般へとより近づけることになる。カントの定義では，「法と
は，そのもとで一方の選択意志が他方の選択意志と自由の普遍的な法則に従って統
合されることを可能にする諸条件の総体である。」(Kant,MdS, Einl. B) となる。
だが，上の考察によれば，いずれにせよ「為すべき事柄 (Leistung)の総体及びそ
れを様々に確固たるものとすること」と言わなければならないであろうし，同様に
「普遍的な諸法則」について語らなければならないであろう 。その際には，この普
遍的な諸法則が詳細に定義されることになる。それらは，上述の外的な媒介する諸
法則を意味しており，他者や国家という人工的な人格との関係で目の前にある共通
の弱点を，そもそも初めて理性の現存在を語り得るようにする程，広く減少させる
諸法則なのである。
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相互承認関係は，市民社会の構造を通じて完全に非人格的なものとされて，実体化さ
れることになる。その限りでは，普遍性が高められているにもかかわらず，人格との関
係を維持している。ここでは，個人は，その私的な実存及び同様に規定された他者と一
緒に，その者に配分された法的地位の統一体として，特殊な形で定義された人的な関係
も有している。この関係は，次のような侵害に関わることになる。すなわち，個人が，
社会秩序としての法秩序に従った，有意義で自己によって方向付けられた生における独
自の力では対応できないような侵害である。例えば，単なる契約違反は市民社会の様々
な可能性の内側において処理されるが，詐欺はそうではない。
犯罪に関する暫定的な定義として，次のことが明らかとなる。すなわち，犯罪とは，
確定された公的な基盤となる信頼の侵害であり，他者或いは国家が，（その法秩序に
よって認められた自己方向付け的な現存在において）独自の力では対応できない形で侵
害されることを前提とする72¥
上述の領域では，この領域がどのような規則で支えられていようとも，他者を縮減さ
せる諸侵害は排除され得ないのであるから，まず次の点が示されることになる。すなわ
ち，個々人は，共同体をその限りでは不作為を通じて共に構成しているという点である。
加えて，個々人は，原則に従って（個々人が相互に相応して支え合う場合には）そのよ
うな事柄をなし得るということを出発点にできるのである。このような想定は，市民が
自らの力で公共体を形成する能力があるということを前提とする民主主義の基礎でもあ
る。ここで重要となる支え (Sti.itze) という事柄については，個々人自身が，その共同
的な活動の中で見出さなければならない。このような規則は，当事者達の関係を信頼が
高められているこの領域で公的な関係へと変化させるが，これは，個人がそのような諸
侵害の危険や甘受との関係で共同体の代表者となり，共同の保護を享受する，という帰
結に至る。ここで，公的な基盤となる信頼関係は，侵害的な行為態様を明確化すること
を通じてはっきりと輪郭づけられる必要がある。このことは，潜在的行為者の上述の弱
点だけが理由なのではなく，ここで特に危殆化される国家権力の所持者について認めら
れる，権力の行使という単なる事実からその自己意識を引き出してしまうという弱点も
理由となっている。
72) この定義は，その本質となる様々なメルクマールについて言えば，フ ィヒテの理
論と等しいものである。これについては， Zaczyk,Das Strafrecht in der Rechtslehre 
J. G. Fichtes, 1981, S. 101 f. を参照。
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b) この支えとなる規則は， 二つの段階で生じることになる。
aa)当事者達はまず，同等性を可能としている共同的な承認関係を有するという自ら
の理解に従う 。それも，自己を他者よりも高めようとする自らの相互的な弱点にもかか
わらず，当該の関係を現実的なものとして有するのである。当事者達は，その関係を基
礎において侵害する具体的な行為の性質を構想し，各々自身が知る事柄，つまり，その
ような侵害において行為者は他者よりも自分を高めるということを意識の対象とする。
行為者及び被害者は人間であるので，彼らは自己確証と自己理解を所為から見出すので
ある。行為者は留まる形での他者に対する従属関係を創出する。共同的である，一つの
外的な事柄を通じて，行為者は―意識の領域の徴表を介してのみ媒介され，同等の権
限がある形でなされる実存に関わる判断を行う力に対抗して73)ー一他者達の上に立つ
付加的な力を有してしまう 。従属を作用させる力は，自己によって基礎づけられた個人
の現存在とは結び付くが，ーー最初の［他者との：訳者記す］遭遇においては一ーその
内容の基礎づけとは結び付かない。このことは，相互承認関係の一部をなしている74)0 
従って，従属させる力は，行為者が，その者の所為において正当な規定へと到達しな
かったのではなく，誤った事柄を原則へと高めたということを通じては何も変わらない
のである。つまり，要求という点では，行為に含まれた様々な表出は，まずは平等なも
のなのである。単に言語を通じて媒介される縮減には，個人は，その縮減を「処理す
る」，すなわち，本質的に事物に即した基礎づけに基づいて縮減からその力を奪うこと
を通じて（特定の諸限界の内では，少なくともそれを通じてのみ）対応することが可能
となる。外的な侵害については，これでは対応できない。存在の側面（存在的な側面）
が，その追加的な現実性を侵害に獲得させる。法共同体の構成員達は，このような状況
において，力を乱用するという自己の弱点に対応するために（今在る様々な従属を呼び
起こし，それを将来に渡るものとして予期させるという弱点である），相互のために次
のような調整的で支えとなる普遍的な規定へと行き当たることになろう。すなわち，そ
の構成員達は，彼らの共同体の中から，行為者として当該の所為を行ったというべき者
について，その者の共同体的に構成された自由の地位又は平等の状態を縮減することを
予定する75)。それも，（差し当たり，第二の積極的な段階を脇へ置いておくが）その者
73) 上述の 2の末尾を参照。
74) このことは相互承認関係の基礎づけの第三の段階から導き出される（上述の 2a) 
cc) を参照）。
75) これについては， M.Kohler (Anm. 48), S.12 f. を参照。
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の所為に対応する程度にまで地位は縮減されるのである。行為者は，他者をある原則に
従わせたわけであるが，法共同体の構成員達は，行為者をそれに相応する原則に従わせ
ることを通じ，その行為者に対してある外的な役割を付与するのであり，行為者を直面
するその存在に関わる当該の役割の消極的な側面は，抽象化の作用の中で行為者の縮減
させる所為を取り込んで，平等な関係へと立ち返る可能性ときっかけを行為者に提供す
るのである。この作用は同時に，行為者の原則に含まれる誤りを明らかにし，矯正する
可能性を与えてくれる。行為者が一~堕落していない形で一ー理性を使用する場合でも，
平等な関係こそが諸関係を規定するのであるから，以上の手続きは意味を持ち得るので
ある。
この段階は，その諸要素に関しても自由の現存在に基礎づけにとって特徴的な事柄の
中へと組み込まれることになるが，自由は自然的な目的性とは異なったより複雑なもの
である。まずこの点は，処罰の形式的な構造へと目を向けさせる。間主体的な諸関係の
基礎づけは，一つの対話的な契機を有する76)。承認関係の正当性が，部分的に，法に
おける場合のようにそれ自体で客観化されるときには，言語の形で定式化された諸法則
が必要となる。共同的で具体的な正当性を確立する際には，これは刑罰を通じてなされ
ることになるが，他者達は，存在している共同的な正当性を対自的に行為者に対して要
求するのである。従って，刑罰は，対話の形での現実性と必然的に結び付いている。刑
罰は，基礎づける諸命題を通じて77), 相反する規則が，明確な形で対象とされている
裁判所の諸判断を通じて生じるのである。犯罪行為において実現された行為者の堕落し
た原則には，他者達によって，客観的な原則に関するその同時意識的 (mitbewuBt)78) 
な了解が対置されるのである。行為者は自己意識を有する個人として他者達に関与する
のであるから，行為者は新たな形で自己の原則との関係に立たされる。このことは，現
実の感銘力を有するものでもあり，様々な基礎づけに従い，そしてそれを現実化する，
共同体のそれ以後の様々な所為の現実性を初めて形成する。というのも，個人の自己理
解は一一既に述べたように一―ーこのような関係に基づくものだからである。
76) 上述のI.2 b) を参照。
77) 従って，刑事訴訟および判決に関する相互作用的な諸関係の解明が明白に学説の
発展を促したのである。Hassemer,Einfiihrung, S. 107 f. を参照。
78) もっとも，この用語は，刑法では， Platzgummer,Die BewuBtseinsform des Vor-
satzes, 1964を通じて，より包括な概念として規定されて導入されたものである。
一般的な諸関係に関する単に道具的な形で同時に存在する認識とは，本文で用いた
表現は明らかに区別されるものである。
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行為者に対して期待され，行為者に共同体から（すなわち犯行の後で，他者達から）
委ねられなければならない活動 (Leistung)の特別な質 (Qualitat) は，その形式的な
構造から明らかとなる。この質は，刑罰を基礎づける活動や法共同体を代表する他者達
を通じたその遂行との関係でも強調されるものである。彼らにとっても，上述の段階の
内容は端緒においては正しい態度である。というのも，彼らは，他者を危険全般の源泉
として暴力或いは「強制による教育 (Zwangserziehung)」を通じて除外しようとする
自らの衝動を，次のことによって抑圧するからである。すなわち，彼らが，実質的及び
形式的に消極的な行為者の原則を客観化させて，その誤謬を明らかにし，実現された行
為者の犯行に，行為者に対してその者の原則を適用することを対置させて満足すること
によってである。それにもかかわらず，（法共同体を代表する）他者達は，その際に直
接的に消極的な取扱いを自らで現実化させるのである。というのも，行為者は，その者
の自由な地位について現実的な形で縮減されるからである。その限りでは，他者達は行
為者の先行する活動に自らを屈服させることになってしまう 。関係を最終的に積極的な
状態へともたらす活動は，連関の中のこの部分においては行為者の事柄である。確かに，
この行為者に割り振られた活動は，多くの点で，相互承認関係を維持するという，法共
同体における各々の個人の（不作為を通じてももたらされ得る）活動と比較して感情的
には困難なものではない。というのも，行為者の所為に見られる存在に関わる消極的な
事柄は，行為者にもはっきりと感じとられるものだからである。それ故に，その活動は，
そもそも行為者にも委ねられ得るのである。しかし，質的には，行為者に科される活動
は，少なからぬ点ではやはりより困難なものである。行為者が自己の直接的な側面にお
いて消極的である取扱いから平等な関係を承認する積極的な帰結を引き出すことが，ま
さに期待されているのである。これは，常に外的な平等性を直接の目標とする，それ以
外の法における活動（例えば，訴えの提起）とは全く異なった行為者の活動である。刑
罰においては，そのような目標は，行為者との関係で媒介される形をとる。行為者が平
等な関係という帰結を成功させるべきとすると，彼は自らに賦課された暴力を，その基
礎づけから，自らの以前の所為と同様に，自ら及び自ら行った様々な基礎づけの一部と
して，受け入れなくてはならないのである。もちろん，行為者の帰結は，内面的に語ら
れた形での演繹的な関係で生じる必要はない。むしろ，その帰結は直感的に示されるも
のであり，自己との関わり合い (Sich-Einlassen)の具体的な形式において同時に意識
されていればよい。付言すれば，処罰における他者達の自己確証（すなわち， 一般予防
によ って直接的に追求される事象の一側面である）は，このような帰結が代理的な遂行
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の形で他者達によって確証され得るということに基づいている， という点が以上から想
起されるのである。
bb)行為者には，処罰に関する相互的な基礎づけの連関において，特別な活動が課
されるが，それによって，法共同体の他者達の側にはいまだある契機が欠けており，
第二の基礎づけが必要になる点が示されることになる。他者の側面では，法共同体に
なおも契機が欠けており，第二の基礎づけの段階を必要とするということである。直
接的に消極的な取扱いでは，独自の活動を通じて，専ら不完全な形でしか以下の事柄が
表されないのである。つまり，行為者も，自らの誤った諸原則に従って生活を行うべき
者ではそもそもないということ，そして，それ故に，行為者をその者の諸原則の事実性
(Faktizitat)の中へと突き返す点では不十分でしかないということである。行為者に要
求される積極的な活動には，更なる基礎づけの段階が対応しなければならない。この段
階は，行為者が活動をなす際に助けながら，それによって，平等の関係を実体的な側面
で再び確立するという課題が共通の事柄であることを明示するものである。仮に刑罰が
第一の段階だけに限定されてしまう場合には，他者がある者に対してその都度有するこ
とになる，相対的にすぎない法の領域からは不完全にしか抜け出していないことになる
であろう 79)。法全般及び法的な公共体の基礎づけには，相互的に助成を行う努力も含
まれるのである80)。この援助の努力とは，まずは次のような内容である。つまり，他
者に対して，その者の消極的な原則を平等に扱うことによって認められるときよりも，
多くの空間を与えることである。その場合，平等な関係への行為者の復帰は，それ程困
難ではない応答によって既に受け入れられることになり，行為者については，彼の諸原
則の現実性を平等な関係の中へと戻す点に関する信頼が前払いの形で認められるのであ
る81)。このことは特に初犯者に妥当する。緩和的な取扱いは倫理的善意の問題ではな
79) Kant, MdS, §42は適切にもそのような差異を示すものである。もっとも，カン
卜ば法によって克服された状態を，様々な暴力行為に対して自己のものが保全され
なかった状態に狭めてしまっており，これによって，法関係を私法関係に限定して
いるのである。
80) Fichte, Naturrecht, §3 Vは，それどころか，そのような契機がなければ自己意
識はそもそも墓礎づけられ得ない，ということを示していた。
81) Fichte, Naturrecht, §4, insbesondere I 3 bを参照。「というのも， どんな力の発
現も機械的法則に従って働く自然力から由来することが出来るからであり，概念に
よって力をほどよく調節することだけが，理性と自由の紛れもない唯一の基準だか
らである。」
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く，法の問題であり， 一般的な諸規則に従ってなされなければならない。保護観察付き
の刑の執行猶予は，積極的に有利な条件を与えるためのそのような道具の一つである82¥
加えて，自由な地位が縮減される期間中は，行為者に対して，直接的に積極的な方法
による援助が保障されるべきである。このことは，それ以外の場合に，個人的な倫理の
領域に属する種類の援助の形でもなされ得るものである。ここでは，承認関係の基盤と
なるその第二の基本的な形姿 (Grundfigur)が実践的なものとなる。つまり，代理的な
形で自己の中に受け入れることを遂行して，他人が抱える難点を自らの―感情的なも
のでもある―活動を通じて減少させるという可能性である。しかし，この援助は，そ
の受容が行為者に自由な形でまかされているような提案 (Angebot)であることに限定
されている。そのより精確な規定は，特別予防の問題として扱われる特別な問いに他な
らず，ここでは特には扱わない83¥
刑罰の第二の段階は，第一の段階を修正するが， しかし，これまでの考察から明らか
なように，第一の段階に置き換わり得るものではない。確かに人間は成人であっても，
彼に対しては相応する諸状況の下で直接的な関与する形での援助を通じて（刑罰のよう
な相応する感銘を伴って）彼の格率の誤りを理解させることは可能であるという程度で
は，間主体的な存在であり続ける84)。しかし，人間は自由な者として，上述のように，
82) 犯罪の種類に応じた，また行為者が公共体の基本となる諸規定の変更を意図する
か否かによる異なった取り扱いは，この領域では排除されない。その限りでは，注
44)において批判している判決への接近が見出されることになる。しかし，異なっ
た取り扱いが説得力のある諸原則を伴って正当なものとして示され得ない限りは，
同様の取り扱いが維持されるべきである。
83) 第一のそして第二の段階は結び付いていなければならない。第二の段階でもって
援助をするのではなく，犯罪行為者に対して第一の段階で要求される活動を統制し，
刑の重さをその後の事情の確定に依存させることへの誘惑は，分からなくもない。
このような規則は，自律性をないがしろにするものであり，許されるものではない。
もっとも，この禁止は，自己方向付けを維持する原則から要請される規則，つまり，
独自の活動を通じて，縮減された状態をより迅速に廃棄する可能性を行為者に与え
るという規則との関係で実践的な問題を様々に生じさせてしまう。活動を強く客観
化することだけが，活動の成果について決定を下す者達が自らをその点だけに限定
することを阻止し得るのである 。 もっとも，この客観化は—付言として言及して
おくが一ー一つの相互的で，民法に類似した関係に関しても認められて良いもので
はない。これでは，中世のように，私的関係と公的関係の混同へと至ってしまうこ
とになるだろう 。
84) 従って，現代の特別予防は自由になるための教育も追及している。例えば，/'
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その弱点が理由となって一定の距離をとらざるを得ない存在であり，それ故に，自己の
諸権利や市民社会が無ければやっていくことが出来ないのである。市民社会の独自的な
構成員として，人間は，直接的な関与から免れるために他者から十分な距離をとるので
あり，他者の様々な試みが遠方からのものであれば，外的な力の位置関係の中で，自ら
の安定化をそれに対置させることが可能となる。そのため，自由な者達の下では，その
ような緊密な諸関係は一般的に確立することは出来ない。従って，刑罰は必然的なので
ある85)。このこと，刑罰は必然的であり，関与する形での援助によっては置き換えら
'¥i Eser, Resozialisierung in der Krise ? Gedanken zum Sozialisationsziel des Strafvoll-
zuges, Festschrift fir Peters, 1974, S. 505 f.; Lii.derssen, Kriminologie, 1984, S. 
173; Haffke, Hat emanzipierende Sozialtherapie eine Chance?, in: 
Luderssen/Sack, Abweichendes Verhalten II, 1977, S. 291 f. を参照。
85) 二つの段階の必然性に関して理解を切り開いたのが，ヘーゲルである。（ヘー ゲ
ルの刑罰論に関しては，最近のものであるが， Seelmann,Hegels Straftheorien, in 
seinen Grundlinien der Philosophie des Rechts, JuS 1979, 687-691; Schild, Die 
Aktualitat des Hegelschen Strafbegriffs, in : Philosophische Elemente der Tradition 
des politischen Denk ens, 1979, S. 199 f. を参照。）もっとも， 二つの段階は，ヘー
ゲルにおいては明らかに異なって把握されている。ヘーゲルでは，第一の段階にお
ける刑罰は，抽象法の一部として扱われており，第二の段階はずっと後の箇所，つ
まり市民社会のところで部分的に述べられている。第一の段階は，秩序づけられた
公共体や国家のパラレルな形成なしに，個人は所有において外的な領域を自らに与
える (§41Rechtsphilosophie) という内容で具体的に始まる出発点から導き出さ
れている。
しかし，外部的な事象の他に，犯罪は目的を通じて特徴づけられなければならず，
目的なしには，正当な見解によれば，既に違法性が十分には規定され得ない。
Hegel, Rechtsphilosophie, §95においては，刑事不法は，民事不法とは，否定的な
無制限判断として表される，行為者が被害者に対し権利能力を否認することを通じ
て区別される。しかし，行為者が自らを防衛するために他者を殺すのか，あるいは
他者から何かを奪取するために殺害するのかどうかは，ホッブズが正当にも認識し
ていたように，関係全体の状態を配慮することなしには理解され得ない。というの
も，秩序づけられていない状態においては，まさに他者が侵害を行おうとする可能
性は排除され得ないからである。従って，責任の清算としての刑罰は，全体が法的
に秩序づけられた状態でのみ生じることになる。Hegel,(前掲） §93Anm. もこの
点を理解していた。しかし，ヘーゲルは演繹を，強制によって始まる弁証法に縮減
している。自由に関する媒介された関係ではなく， 自由それ自体が，絶対的な基礎
づけの一つの契機として，個人の対自的な存在における起点を構成するのであるか
ら， Hegel,(前掲） §§5-7では，自我は，記述された弁証法的構造にもかかわ／
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れ得ないということも，刑罰について判断を下す際には，決定的な事柄なのである。
c) 以上によれば，刑罰はまず通常理解されるように有責的な所為に対する相応した
清算として規定される。同時に，刑罰は更なる目的，つまり，犯罪全般の可能性の減少
という目的を充足させるものである。刑罰による威嚇と具体的な処罰は，当該の諸行為
をしないでおくべきということを内容とする一般的な意志の表明である。両方の目的が
両立する可能性と必然性は，展開された承認関係の構造の中に見出される。上述のよう
に，現在の時点で構造化された関係性の連関である承認関係は，必然的に不安定となる
現実性であり，それ故に，その関係は［義務的に：訳者記す］課されたものとしても形
成され，その限りでの現在的な現実性でもある。刑罰は維持という特殊な種類の事柄で
あり，それは，既に形成された諸関係の根本的な侵害に関わるものである。そのため，
生じた侵害を清算するという課題は，承認関係の存立を確立するという課題とともに生
じるのである。両方の契機が自己意識を有する個人を通じて結び付けられるが，個人は，
まさに相互的な関係全体の一部分であり（それを代表している），それぞれ固有のパー
トで当該の関係を促進するのである。
刑法が，別の様々な理由からも，その他の法領域に対して特別な地位を有するという
ことが示される。法全般は，自然的な存在へと自己を形成しようとするものである。そ
の際，今日非常に過大評価されている秩序的な規則はおよそ問題にならず，むしろ，外
的な共同生活を基本的に構成する規則が重要となっている。刑法は，そのような変化の
＼らず，出発点において外的なものに留まっており，実質的には，客観的で自然的な
目的性に近い性格を有する直接的な実体性でもって特徴づけられるのである。それ
故に．その実体性は，直接的な形でも所有において強固なものとなり得る。しかし，
自由に基づいた個人の媒介は，それ自体で既に分離 (Aussonderung) として把握
されなければならず，それ自体で既に，その正当化のために事前の媒介を必要とす
る強制の契機を有している。つまり，国家的諸関係或いは少なくとも平穏状態へと
立ち入る旨の具体的な提案を伴う自然状態が，法の諸主体と彼らを侵害する犯罪の
構成が可能となるためには，存在していなければならない。第二の段階は，ヘーゲ
ルでは市民社会において取り扱われている。ここでは，市民社会の強固さと市民社
会にとっての行動の危険性が，どのようにして刑の重さが確定されるか (Hegel,
（前掲） §218) という点の基礎となるべきとされる。市民社会は，蕪の窃盗を死刑
に処するか，あるいは極めて減軽するかということに関する相対的な権利を有する
べきことになる。しかし，なぜ危険が付け加えられる形で，新たな形態をとり，そ
れ以前の状態が考慮されなくなるのか明らかではないし，また，まさにどこから市
民社会が刑罰に関する権利を得ることになるのかも明白ではないのである。
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出発点にあるものではなく，それに後から従うことになる。何故なら，まさに刑法は既
に在る法関係の破壊を前提にするからである。
d) 目的論との相違は明らかである。ここで記述された刑罰は，正義のためにのみ
生じる。その際，正義は［実践的な：訳者記す］活動 (Leistung) として内在しており，
超越的なものではない。幸福或いは共同体の活力，またこれらと類似のものは，この段
階で，自己を方向付ける現存在と並んで目的とされることはない。当事者達は，自己の
目的的な被拘束性において自らを受け取り，自己の諸関係を秩序づけ，そして自らをそ
の関係の中で，同様の重要性が認められる自己規定が一ーその者達に可能である限りで
—現存在を有し得るように位置づけるのである 。 「正義のために」と「普遍的な外的
な自己規定（外的自由）のために」は，同じ事柄である。それ故に，理性は，行為者を
その者の自由な状態において，上で記述された以上に縮減することを禁じている。当事
者達に付加的に威嚇による恐怖心を与えたい場合，或いは，当事者達について，付加的
に「法的な忠誠」を維持することを強化したい場合には，他の何らかの方法で対処すべ
きことになる。
様々な内容上の絶対論から，以上述べた事柄は，個人の自由として，その者の対自的
な存在においてその現存在を有する理性の内在的な機能を通じて区別される。この機能
の持続性の問題は，自己意識の省察的な構造から解決される。自由な者は，時間的な諸
関係そのものを自らで実現する際には，自己を一つの統一体へと結び付けているのであ
る86)0 
86) その限りでは，本稿の見解は，ヘーゲルの理論とカントの理論のどちらとも等し
いのである 。 —一一絶対的に絶対のものの自己媒的な展開を伴う，ヘーゲルの基本思
想には従わないとすると，上で法に関して（本稿は様々な形でその可能性を論じ
た）基礎づけられたように，対自的な存在と相互作用に決定的な意義が認められな
ければならない。この場合，カントとフィヒテによる諸成果が基礎にされなければ
ならない。もっとも，カントは，定言命法を用いて，法の具体的な普遍性を媒介さ
せていたが，それはいまだその端緒を示す形でなされたものでしかなかった。それ
でも，カントは基本となる二つの支柱を挙げていた。つまり，定言命法に関する考
慮の出発点 (MdSの法論の序論，人倫の形而上学全般の分類の I) と，他者はその
行動に関して制限されて良いということが，理性の新たな段階として呈示されると
いう終点（法論の序論の §C)の二つである。カントは，法の二段階性を縮小させ
なかった。反対に，カントはこの二段階性に一一抵抗権に関するカントの理論が示
すように―多くの点で圧倒されている。まさに刑法においてしばしば言及される，
刑罰による威嚇と刑罰の執行の間での基礎づけの差異は，このことに起因する。／
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＼ それにもかかわらず，処罰することは一つの定言命法であるというしばしば引用
されるカントによる確定は，刑罰の執行のみに関わるものではない。しかし，この
命題はそもそも説明を必要とするものである。カントの支持者からもなされる様々
な批判は，偶然のものではない。定言命法とは，その厳格な意味からすれば，ただ
唯一のものである。しかし，その概念は拡大されて，（厳格な意味で文言を捉えた
場合の）定言命法の手続きを貫徹させた格率にも関係づけられ得る。人倫の形而上
学における命題は，そのような形でのみ理解され得ることになる。そして，この場
合，この命題は，上述の事柄から生じるように， 一つの肯定的な意味を示す。更に，
この命題は， とりわけ次のことから基礎づけられるのである。すなわち，有限性へ
の結び付きは，人間的な欲求 (Strebung)の必然的な一部分であり (Kant,MdS, 
§§42, 44参照），この結び付きは，相互的な関係における外的な活動 (Leistung)
なしには克服され得ないということからである。
もっとも，カントは法的諸関係を導き出す際の様々な段階を，対自的な存在に対
するこのような強固な配慮を伴う形では論じていなかった。少なくとも，このこと
は理解できるものである。というのも，カントは，その際に最上位の法原理一般を
分析的命題とみなしているからである (Kant,MdSの徳論における序論の X)。し
かし，このことは，明らかに自由全般の現存在の認識の統合的活動 (synthetische
Leistung)が先行していた点だけを前提にするものではない。むしろ，自我をその
活動において制限する有限性が，専ら実践理性の実行 (Betatigung)の素材として
扱われ得なければならないのである。しかし，有限性はそれだけに限定されるもの
ではない。持続的な意志の措定ーーすなわち，諸原則を有すること一ーは，このよ
うな狭められた概念からは理解され得なくなる。というのも，そのような持続性は，
自然を通じて心情 (Gemiit) を持続的に整えることなしには，考えられ得るもので
はないからである。故に，生は，学び得る対象となる理性の一つの類型というだけ
ではな<'具体的な規定において受容されなければならない現存在でもある。この
ことに，人間的な思考には様々な制限がある点とともに，我々は依拠しなければな
らないのである。しかし，自由を可能にした生の理性を持ち込むという事柄を挿入
したとしても，カント的な基礎は何も変更されることにはならない。カントもまた，
刑罰に関する自己意識を有する個人の理解を―刑罰法則の基礎づけ自体について
—放棄してはいないのである（法論の第二部に関する一般的注釈 [AA, S. 335] 
を参照）。立法の内容についてもカントは考慮の外に置くことはなく，むしろ，決
闘の際の殺人や嬰児殺における死刑が適切なものであるか否かという問いを問題に
していた。何故なら，カントにとって現状の諸関係はまだ部分的には自然状態の中
にあるからである。Kant,MdS, a. a. 0., AA, S. 336を参照。
もちろん，カントは相互承認関係の現存在の側面を，共同体はそれが解散される
前に最後の殺人犯を死刑に処するべきであるという有名な事例 (Kant,MdS, a. a. 
0., AA, S. 333)が示すように，十分には真摯に取り扱ってはいなかった。このよ
うな解決は，問題を短縮したことから生じたものである。上で示された現存在の／
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m. 個別の帰結
1. 諸構成要件は財からだけではなく，攻撃の危険性からも把握される。両方の要素は，
刑罰枠をも規定する。このことは本稿の考察の出発点に対応する。刑罰では，平穏な関
係の侵害が問題となり，この平穏関係は，秩序づけられた諸財だけから基礎づけられる
ものではなく，その諸財を条件づける個別的な諸要素を伴う信頼の関係からも基礎づけ
られている。この信頼の関係は，自己によって方向付けられた形で諸財を扱うための，
個人にとっての基礎となる。それ故に，犯罪の重大性は攻撃の程度にも依拠するのであ
る。
行為者の自己答責性から切り離された一般予防は，諸構成要件とそれを基礎づける規
範にとっては責任主義の一つの問題となる。従って，諸構成要件において責任主義を維
持しようとするあらゆる努力は，隔絶された一般予防を退ける努力なのである。
諸構成要件の確定は合意の要素を有しているので，諸構成要件は，各人のものの見方
に関わる契機を含んでいる。従って，直接的な固有の表象ではなく，法律上の規定が有
意義な形で責任原理によって理解されるかどうかが重要となるのである。
様々な問題領域の中から，抽象的危険犯を取り上げてみよう。既にアルトゥール・カ
ウフマンや他の論者達が，抽象的危険犯における責任原理の問題を明確にしてきた87¥
当該の危険犯は，次のように単純な形で形式化する限り，責任主義に違反している。つ
まり，具体的な形で行為者の表象の地平に存する他者の侵害や行為者が認識し得る危険
が，抽象的危険犯に関する刑罰法規の存在や処罰行為の根拠なのではなく，他者達が当
該の侵害に付与する危険性がその根拠とされているのである。これは，秩序違反として
は可能であるが，狭義の犯行，つまり，犯罪 (crimen) としてはあり得るものではない。
刑法306条（放火）におけるような手段の支配不可能性，或いは刑法316条（交通にお
＼側面が除かれる場合には，問題は単なる内心的な諸関係の処理になり下がってしま
う。しかし，このことは，法にとり，諸活動を基礎づけるためには十分な事柄とは
なり得ない。せいぜいのところ，「世界法原理」に依拠する思想が，カント的な解
決の広範囲な正当化を提供し得るのかもしれない。いずれにせよ，他国の基礎づけ
に関与した者達が，腐敗した格率の存在という負い目とともに去っていくことにな
るのである。
87) Arthur Kaufmann, Unrecht und Schuld beim Delikt der Volltrunkenheit, JZ, 
1963, S. 432及び既にその数年前に同人によってなされた学会での報告を参照。当
時の報告 (JZ1959, S. 450) は，残念ながら十分に詳細な形では再現されていない。
- 350 - (2550) 
「一般予防についての最近の理解と犯罪への応答に関するその適格性」 (2• 完）
ける酪酎）におけるような道路交通における主体の無能力を基礎づけの契機として含め
ようとする様々な試みは，責任主義を念頭に置いたものである。しかし，刑法306条で
は，手段の支配不可能性は，構成要件のメルクマールとしては形成されていない88)。
この規定に対するよくある批判は， BGHSt26, 271で示されたように，判例においても
成果がないわけではない。ルドルフィーによる更なる試みは89),規定された行為につ
いて，その都度保護された法益との関係で注意義務違反を同時に要求するものだが，長
い目で見れば，このような考えに逆らうことはできなくなるであろう90¥
麻薬犯罪の一部においては，責任原理から最も遠く離れることになる。麻薬犯罪に関
して厳格に責任主義を堅持する場合，ハシッシュとヘロインの作用が明らかに異なると
いう事実を見過ごすことはできないであろう。ハシッシュは，その消極的な作用91)に
関しては，アルコールを超えるものではないらしいが，実際にハシッシュやヘロインに
直面している若い人々がこのような事実を出発点にしていることに疑いはない。しかし，
そうなると，両物質を本質的に等しく扱う麻薬法の刑罰の基礎づけは，適切なものでは
ない。ハシッシュを許容したくないにしても，それをアルコールの場合と並列的なもの
にすべきなのであれば，秩序違反を介しての阻止に，その際に関与者達にも獲得され得
るその他の手段を通じての阻止に，限られなければならない92)。
88) その限りで，刑法316条の方が責任主義の堅持により接近していることになるが，
同規定をより詳細に取り扱うためには，更なる考察が必要になるだろう 。
89) Rudolphi, lnhalt und Funktion des Handlungsunwerts im Rahmen der 
personalen Unrechtslehre, Festschrift flir Maurach, 1972, S. 51 f. 
90) 刑法186条について同様の解決を初めて提案したのは， Hirsch,Ehre und 
Beleidigung, 1967, S. 168 f. であった。
91) もっとも，客観的な表象を得ることは困難となる。例えば， Taschner,Wirkungen 
von Rauschdrogen, in : Polizeiliche Drogenbekampfung, BKA Schriftenreihe Bd. 
49, 1981, S. 36 f. を参照。
92) 司法が麻薬との闘争を専ら現状のような形で委ねられる場合に，その本質的な契
機が，このような同置化にあると想定して間違いはないであろう 。差異のない取り
扱いは，差異のない拒絶，或いは，場合によ っては，拒絶する者達との連帯を引き
起こすのである。驚くほどの高い程度で，麻薬の使用者の訴追は，若者らによって，
彼らと対立している物わかりの悪い国家機構のせいとされている。学生との議論で
は，ヘロインに関する刑罰の威嚇についても，この薬物の接種は，それだけでは道
を外れたことにはならない人格の自由に属するという論拠に基づいた反論が非常に
頻繁に見受けられる。しかし，そのような自由は，人間が自己の様々な弱さを考慮
の対象とすることもできて，それに行為を通じて対応することが可能であり，共／
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2. 量刑については，上述の考察の基礎から幅の理論の否定が導き出される。裁判官は
しばしば強調されてきたように93),付加的な一般予防的観点を配慮することなしに刑
罰を規定しなければならない。裁判官の活動の中には各人のものの見方に関わる契機が
あるが，だからと言って，以上のことは何ら変更されるものではない。判断の幅という
ものを，裁判官は専ら外部から得る。裁判官にとっては唯一つの正当な刑罰が存在する
だけである。裁判官が刑罰の基礎づけに関する様々な契機を貰徹させようとする場合に
は，裁判官は様々な刑罰の間での恣意的な選択を行うことにはならない。他者達にとっ
て，また上告審の裁判官にとっても，当該の選択は，その者達に理性的な形で追行
(N achvollzug)できる領域が保持されている限りでは，正当なものである。しかし，
これは，責任主義が一つの幅を認めるものであると考えて，一般予防的な諸契機の投入
を試みるか否かについては，裁判官の自由裁量にまかせるべきとする幅の理論とはいく
らか異なるものである94¥
＼同体を通じて少なくともより悪い状態には置かれないように要求する権利を有して
いるという事実から論駁される。人間の弱さは，様々な段階を経る形で移り変わる
ものであるので，人間は一ー仮に独りで生きているとしたら一~ らの弱点を追求
する外的な可能性を自己に対して遮断できてしまうことになる。それ故に，人間は，
この点が彼に対して他者達との共同体を通じて不可能とされないようにするための
保護を要求する権利も有しているのである。当該の薬物が依存に至る場合には，ま
さにその薬物に対する人間の一般的な弱点が確定されたことになる。それ故に，他
者にヘロインを媒介させることの禁止は，具体的危険犯なのである。
93) Callas, ZStW 80 (1968), S. 1, 3; M. Kohler (Anm. 48), S. 41; Hom, in: SK, § 
46 Rdn. 4-17, und ders., Festschrift fi.ir Schaffstein, 1975, S. 241; Henkel, Die 
richtige Strafe, 1969, S. 33 f. 幅の理論への批判的なのはまた， Dreher,JZ 1967, 41 
も幅の理論に批判的である。また ders.,Uber Strafrahmen, F estschrif t fi.ir Bruns, 
1978, S. 141 f. も参照。
94) 幅の理論に関して基礎となるのは， BGHSt.7, 28, 32である。ここでは，責任能
力が著しく減少していたにもかかわらず，ある謀殺について，終身刑が科せられた。
責任を加重する諸事情が挙げられているが（これは，責任能力の著しい減少に関す
る根拠に対して，非常に際立たせられた形で主張されたものである），更に，当該
の刑罰は付加的に威嚇の思想によっても担われたものであった。このようなことは，
維持し得るものではない。他者達に恐怖心を与えるため，或いは他者達を洞察では
なく，心理的なメカニズムに基づいた「法的な忠誠」へと教育するために，刑の重
さを高めることは，正義と両立し得るものではない。それ故に，何故この事案につ
いては，他の謀殺の場合よりも多くの威嚇が必要とされるべきなのかという点に関
する説明も欠けているのだが，これは驚くべき事柄ではないのである。
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量刑実務の問題に関して，私は，個々の点では，上述の幅の理論の批判者達に，とり
わけ M.ケーラーによって近年出版された著書である『刑法の基礎づけと量刑の関係に
ついて』 (1983年）に依拠しており，私はほぽ全面的に同書の見解に賛同している。
もっとも同書の基本的な内容は，本稿で示された思考の過程よりも強くヘーゲルの思想
に方向付けられている。これに対し，本稿は，カントにとって根源的な基本となる思想
をより強固な形で再び実り豊かなものにすることを追求したものである。
［監訳者あとがき］
本稿は， ErnstAmadeus Wolff, Das neuere Verstandnis von Generalpravention und 
seine Tauglichkeit fir eine Antwort auf Kriminalitat, ZStW 97 (1985), S. 786-830の翻訳
である。原著は， 1985年 5月にフランクフルト・アム・マインで開催されたドイツ刑法
学会での講演原稿が基になっている。
今回このヴォルフ論文を翻訳した経緯は，最近のドイツにおいて哲学的な基礎に基づ
＜刑法学の著作が多数公刊され，特にドイツ観念論法哲学の影響を受けた刑法論が復活
しつつある現状を目の当たりにした結果，有志で集まり，輪読会を開始したことによ
る1)。輪読会の成果としては，既にクルト・ゼールマン「ヘーゲル『法哲学要綱』にお
ける刑罰論」を公刊した2)。
原著者であるヴォルフ教授は， 2008年 5月3日に逝去されている叫 ヴォルフ教授の
人となりを紹介した文章は我が国ではほぼ皆無である。唯一と言ってもよいものとして．
故宮澤浩一博士の手による以下のものがある。ヴォルフ教授の人柄を的確に表している
と思われるので，引用してみよう 。
「当時，シュミットには，助手はいなかったと記憶する。ガラスには，エルンス
ト・A・ヴォルフ（現フランクフルト大学教授）が助手としてついていた。好人物
であるが，この人も話が廻りくどかった。ガラスは，『ヴォルフは，徹底的に考え
るタイプだから』といって，可愛いがっていた。ゼミナールで，議論が白熱してく
ると，ヴォルフは全く稀有な事例をもち出してきて，こういう場合，一体，どうな
1) 関西大学法学論集61巻3号 (2011年） 89頁以下（［監訳者まえがき］）を参照。現
在は， MichaelPawlik, Das Unrecht des Burgers, 2012を輪読している。
2) 前掲注1)参照。
3) ライナー・ツァツィック教授（ボン大学）による訃報記事が， JZ18/2008, S. 
885 f. に掲載されている。
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りますかとガラスに質問し，ガラスはガラスで，これまた起こるべからざる事例を
あげて，こういうようにうまく解決できる，などと応酬し，学生があっけにとられ
る光景がよく見られた。その頃，仲良くなったアルトゥール・カウフマンに，その
様子を話すと，にやにやしながら 『ヴォルフは，なかなか良い考えを持っているか
ら，そのうち，良い仕事をするかもしれない』と言っていた。ヴォルフは，結局，
ガラスのところで， 7年ほど助手をしていたが， 1963年に教授資格をえた。その後
も，相変わらず， しんねりむっつりと考えていたようで，表立った仕事もせず，つ
いにガラスの引退に伴い，員外教授から教授になったのが1971年であり， 74年にフ
ランクフルト大学に移った。ガラスも書くよりは考えている方が好きとみえて，殆
ど少しの論文しか残していない。ヴォルフの場合は，殆どないに等しい。でも，学
生に愛されているのは，根気よく愚にもつかない質問に，ああでもない，こうでも
ないと親切に答える気の良さが受けていると思う 4)。」
実は，ヴォルフ教授については，監訳者（飯島）にも一つの思い出がある。 2001年 5
月4日から 6日にかけて，ベルンカステル・クース（トリアーから車で 1時間ほどかか
る，ワインの産地として有名な観光地）において，ヴォルフ教授とその弟子達（及び孫
弟子達）が集まり，研究会を開催した。当時，弟子にあたるツァッィック教授の下に留
学していた関係で，監訳者（飯島）も一緒に参加させてもらうことができた。そのとき，
ヴォルフ教授に接し，直接話す機会を得ることができたが，当日の議論の様子は，ケー
ラー，ツァッィック，カーロ，クレシェヴスキーといった含産々たる教授達が，老師に恐
る恐る質問をするといった感じであり，ヴォルフ教授は一人パイプを燻らせながら，鋭
い目つきで，各人の発言内容を吟味して「ヤー」とか「ゼーア・シェーン」とだけ言っ
ていた。一昔前のドイツの大学教授の威厳を目の当たりにして，話しかけるのは非常に
ためらわれたのだが，意を決して，拙いドイツ語でいろいろと質問すると，非常に親切
に話をしてくれた5)。
4) 宮澤浩一 「外国の法律家の印象 西ドイツの刑法学者一ー」ジュリスト700号
(1979年） 328頁。また，同「ドイツ刑法学者のプロフィール・ガラス」法学教室
ママ
146号 (1992年） 50頁には，「1987年 5月のフランクフルト大学での刑法学会で一般
予防に関するヴォルフの『深い思索』の成果を聞いたとき， 30年たっても変わらな
い発想の展開に懐かしさを覚えた」とある。
5) また， 日記を読み返してみると，当時発足したばかりの小泉政権のことを夕食時
にヴォルフ教授から聞かれたとあった。
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（先の引用文にもあるように）ヴォルフ教授の著作は非常に少ない。博士論文「正犯
性のメルクマールとしての行為支配」 (1956年），教授資格論文「不法とその諸限界」
(1963年）は公刊されておらず，小著と言っても差し支えない分量の単行書である「犯
罪論における行為概念」 (1964年）と「作為と不作為の因果性」 (1965年）の他には，数
えるほどの論文しかない6)(但し，シンポジウム等で講演を行ったにもかかわらず，公
刊されなかった原稿もかなりあると伝え聞いている）。しかし，これらの全ては，単な
る解釈学ではなく ，法哲学，特にドイツ観念論の実践哲学的な背景に基づいた重厚な内
容の論文であり，弟子達に与えた影響ははかり知れない。特に今回翻訳した「一般予防
についての最近の理解と犯罪への応答に関するその適格性」は，あたかも聖典であるか
のように，繰り返し弟子達によって引用され，各人が自己の理論を展開する際の思想的
な根幹とされている叫 ヴォルフ教授の思想は，弟子達，そしてそのまた弟子達へと媒
介されながら，発展をとげ， 一つの学派を形成し， ドイツ刑法学において無視し得ない
勢力となっている見
6) Ernst Amadeus Wolff, Das Problem der Handlung im Strafrecht, in: Arthur 
Kaufmann (Hrsg.), Gedachtnisschrift fir Gustav Radbruch, 1968, S. 291 f.; ders., 
Ehre und Beleidigung, ZStW 81 (1969), S. 886 f.; ders., Die Grenzen des dolus 
eventualis und der willentlichen Verletzung, in : Karl Lackner u. a. (Hrsg.), 
Festschrift fir Wilhelm Gallas, 1973, S. 197 f.; ders., Das neuere Verstandnis von 
Generalpravention und seine Tauglichkeit fir eine Antwort auf Kriminalitat, 
ZStW 97 (1985), S. 786 f.; ders., Die Abgrenzung von Kriminalunrecht zu anderen 
Unrechtsformen, in: W. Hassemer (Hrsg.), Strafrechtspolitik, 1987, S. 137 f. なん
と，これだけである。しかし，どれもが，独自の思想に基づいたオリジナル度の高
い重要な論文である。
7) 監訳者（飯島）も博士課程の在学時に初めて読んで以来，何度も繰り返し味読し
ている。同様に弟子達によってしばしば引用されるのが，前掲注6)でも挙げた Die
Abgrenzung von Kriminalunrecht zu anderen Unrechtsformen, in : W. Hassemer 
(Hrsg.), Strafrechtspolitik, 1987, S. 137 f. である。本論文は， 90頁近くの分量があ
る大論文であり，これも我々の輪読会で取り扱わなければならないと考えている。
8) ギュンター・ヤコブス教授は，インターネット上の法律雑誌でのインタビューに
答える形で，現在のドイツ刑法学には三つの学派があると述べている。すなわち，
ロクシン教授を中心とする「トピカーの学派 (Schuleder Topiker)」，ヴォルフ教
授とその弟子達からなる「ヴォルフ学派 (Wolff-Schule)」，ヤコブス教授自身が属
する，機能主義を基調とする「新ボン学派 (NeueBonner Schule)」の三つである。
Mathias Schmoeckel, David von Mayenburg, Ein Gesprach mit Herrn Professor 
Dr. Gunther J akobs (Artikel vom 24. Oktober 2008), http:/ /www. forhistiur. /' 
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本稿の内容は，あまりにも哲学的であり，我が国の刑法学の現状から察するに，日本
では「流行らない」ものであることは否定し難い。しかし，このような難解な思想が，
ドイツ刑法学においては連綿と受け継がれ， 一つの発展を見せていることは事実であり，
この点を看過することは， 学問的な誠実さに反すると考え，今回訳出した次第である。
まず中村悠人氏が，輪読会での議論を踏まえて仮訳を行い，その後， 一字一旬原文と照
らし合わせる形で監訳者 （飯島）が修正を施した。故に，誤訳等の一切の責めは監訳者
（飯島）に帰せられる。翻訳の許可を得るに当たり，仲介の労をと ってくださったツ ァ
ツィ ック教授にはこの場を借りて，謝意を表したい。また，校正作業を一手に引き受け
てくれた中村悠人氏にも心より感謝する。
飯島暢
dヽe/zi ta ti 081 OschmoeckeLma yen burg _jakobs.htmの Rn.78 fを参照。
- 356 - (2556) 
